










（ 続紙 １ ）                             




















































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
日本の地方政治に関する研究は、最近の約10年の間に大きく進展した。その際に
は、地方の政治制度が首長と議会の両方を別個に公選する二元代表制であることに
注目し、二元代表制を大統領制と同じ、あるいは近似したものと見なして、アメリ
カ政治や比較政治における大統領制研究の成果を取り入れることが多い。 
 本論文もまた、このような研究動向に立脚した成果の一つである。著者である辻
氏は、都道府県レヴェルにおける二元代表制の動態に焦点を合わせ、そこでの政党
間関係と知事・議会間関係の両面から分析を進めている。第二次世界大戦後の各都
道府県政治において、これら二つの関係がどのように展開されてきたのかを示すこ
とが、本論文の大きな関心事である。 
 この点を解明するために、現行の地方制度になった1947年から2013年までの長期
間にわたる包括的な分析と、かつ全都道府県の個別的な検討を伴った網羅的な分析
を行う。こうした包括性と網羅性こそ先行する諸研究との決定的な違いであり、本
論文を最も特徴づける点だといえよう。 
 そして、これらの特徴を活かして、本論文は従来の研究にはない知見を得ること
に成功している。すなわち、1955年以前には国政レヴェルの政党間関係が必ずしも
地方政治に反映されていない例が全国に見られたことや、近年の地方政治における
国政政党の存在感の低下が大阪府など限定的かつ逸脱的な事例においてのみ生じて
いるわけではないと示されたことは、大きな成果である。 
 地方政治における国政政党の存在感低下など知見の一部は、多くの研究者が既に
直観的には認識し、部分的には検討を加えていたかもしれない。だが、それを豊富
なデータから示し、後続の研究を促しうる体系的で学術的な知見へと昇華させたと
ころに、本論文の真骨頂がある。 
 その半面、政党間あるいは知事・議会間の協調や対立がなぜ生じるのかについて
は、本論文では十分に説得的な見解を提示できていない。辻氏はこの点について、
協調や対立の背景にはイデオロギー的関係があるとし、それを「政治」と総称す
る。だが実際に見出されるのはイデオロギー的な協調や対立に限られてはおらず、
「政治」の内実はやや曖昧にとどまる。 
 とはいえ、このような弱点は、本論文が対象とする地方政治の研究がなお初期段
階にあることを考えればやむを得ないともいえる。戦後日本の地方政治の展開を包
括的かつ網羅的に論じた本論文には、弱点を補って余りある新規性があり、政治学
の発展に大きな貢献をなすものだというべきであろう。 
 以上から、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと評価でき
る。 
 また、平成28年1月26日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果、合格と認めた。 
 なお、本論文は京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
